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1　ベトナムにおける戦時期日本の文化宣伝政策
　現在のベトナム社会科学院（Vietnam Academy of Social Sciences）は、フラン
ス極東学院（École Française d’Extrême Orient, EFEO）が戦前に収集してきた中
国、日本、東南アジア地域の豊富な資料を引き継いでいる。戦前・戦中の日本語
文献についても、和装本4083冊、洋装本5642冊を所蔵している
（１）
。この中に、「河内
（ハノイ）日本文化会館（Institut Culturel du Japon）」蔵書印をもつ資料の一群が
ある（図 1 、 2 参照）。それらを含めたベトナム社会科学院の日本語蔵書について
は、日本からの調査団が、2014年から2018年までの 5 年計画で調査、目録化を行っ
ている。ここでは、その調査の一環として、このハノイ日本文化会館の設立の経緯
や、役割についての情報をまとめ、今後の同資料の具体的な調査を進めていく一助
としたい。まず。この日本文化会館設立の背景となった当時の日本の南方への文化
宣伝政策についてふれ、次に、ハノイ日本文化会館（在仏印日本文化会館ハノイ
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本館）について言及している資料をもとにその設立の経緯を述べる。最後に、この
機関の具体的な機能、役割についてより細かく述べるとともに、フランス極東学院、
すなわち EFEO との関係について触れることしたい。
　その前に、ここで調査の対象となっているフランス極東学院についても簡略にふ
れておきたい。この機関は1898年にインドシナ考古学研究所としてサイゴンに設置
され、1900年にフランス極東学院と改称、翌年ハノイに移ることになる。この機関
が和装本を含めた明治期以前の蔵書を豊富に蔵しているのは、三代目の学院長とな
ったクロード・メートルや、その友人で EFEO の研究員、司書をもつとめたノエ
ル・ペリらの、明治期から大正期にかけての活発な日本での資料収集活動による
（２）
。
　ただ、今回取り上げるのは、この蔵書の中でも主として第二次世界大戦中に日本
から送られた日本語蔵書群となる。その背景となった、日本による南方への文化政
策について述べておく必要がある。日本とベトナムとの文化交流が日本国内でも注
目され、活発化していくのは、第二次世界大戦中、日本による仏印進駐の時期であ
る。現在のベトナム・ラオス・カンボジアは、当時は仏印、すなわちフランス領イ
ンドシナであり、フランス植民地、及びその保護統治国であった。仏印は、日中戦
争以降、イギリスやアメリカが中国を支援する武器や物資の主要なルートとなって
いく。蒋介石を支援するいわゆる「援蒋ルート」である。
　1940年にドイツに敗れたフランスは、仏印をそれまでのように維持していくこと
が困難になっていく。かねてから仏印に対して援蒋ルートの閉鎖を求めてきた日本
はその年 8 月にフランスとの間で協定を結ぶ。仏印におけるフランスの主権、領土
を尊重しつつ、日本が仏印に進駐、軍事的な協力を現地から得ながら、日本と仏印
間の貿易を活発化していく協定であり、日本とフランスが共同で仏印を統治してい
く体制が形作られていく。そして1941年の太平洋戦争開戦を期に、日本は仏印との
間で軍事協定を締結することとなる
（３）
。
　こうした状況を背景に、日本は仏印との文化交流を積極的に進めることとなって
いった。仏印の関係出版物が多数刊行され、同地との書籍の交換や寄贈も活発化し
ていく。南方への武力による侵攻と連携しながら、日本は南方各地への積極的な文
化宣伝を展開していくが、仏印は、そうした中でも大きな位置を占めていくことと
なる。
　当時、日本の海外への文化宣伝を担っていく際に大きな役割を果たしていたのは、
国際文化振興会である。当時の国際文化振興会の活動と文化宣伝政策については、
すでに重要な研究がいくつかなされてきている。
　藤原貞朗は、アンコール遺跡研究への日本の関わりを軸に、この時期の日本の仏
印への「文化協力」を広範に調査し、フランスを含めた西欧から、日本がアジア文
（39）
化を救出するという言説が生み出されていたことを指摘しているほか、フランス極
東学院のこの時期の活動に、同機関文書をもとに言及している
（４）
。また、国際文化振
興会の事業を軸に当時の国際文化交流が日本文化を宣揚する役割を担っていく過程
を調査、検証した高橋力丸の論、さらに、芝崎厚士による国際文化振興会の設立か
らの活動全体をとらえた研究もなされている
（５）
。芝崎は国際文化振興会が、1940年に
情報局に移管されて以降、しだいに情報局や軍部の「下請け」的な位置で対外的な
文化工作へと事業展開がなされていく過程を追っており、同機関の太平洋戦争期の
対仏印文化事業についても詳しく論じている。
　また、私自身、この時期の国際文化振興会の文化交流事業について、書籍の交換
や寄贈を中心に調査してきた。1938年にニューヨークに設置される日本文化会館に
ついて、その設立の経緯を追うとともに、同会館蔵書が、その後コロンビア大学に
移管されていく過程を明らかにしていった
（６）
。また、国際文化振興会の仏印での翻訳
事業についても、具体的な翻訳テキストを視野に論じてきた
（７）
。
　太平洋戦争期の日本と仏印間で活発化していった文化交流、あるいは日本の仏印
に対する文化政策は、具体的には日本と仏印間の教授、学生の交換、両国の美術品
の交換・展覧事業、日本語教育をはじめとする出版物や映画の寄贈や交換といった
形をとった。交換教授の事業では1941年に第一回として太田正雄（木下杢太郎）と
ヴィクトル・ゴルベフ（Victor Kolbe）、翌年には梅原末治とアンリ・ガイヤール
（Henri Galliard）が互いに派遣されることとなる。この窓口となり、人選を行って
いるのが、日本側では国際文化振興会であり、仏印側では EFEO である
（８）
。EFEO
は、当時の日本との文化交流の接点となっている。両機関が連絡をとりあいながら、
1943年から翌年にかけては、日本と仏印との間で古美術品の交換が実現し、大量の
クメールの古美術品が日本に送られることとなるが、これらも EFEO の保有して
いた美術品であった
（９）
。
　国際文化振興会は、こうした活動のみならず、仏印への出版物寄贈や日本文学の
翻訳事業、映画の制作、送付を行っていくことになるが、これら日本側の事業を仏
印現地で集約し、統括していくための機関として生まれていくのが、ハノイの日本
文化会館である。
2 　在仏印日本文化会館の設置
　ハノイに設置された在仏印日本文化会館は、本館をハノイにおき、分館をサイゴ
ンに、さらに日本の東京にも支所が置かれていた。ただし、この会館について、今
日残されている一次資料はきわめて少ない。これまでに言及した先行研究でもこの
わずかなリソースが繰り返し用いられてきた。ここでは、それらの資料を補完しな
（40）
在仏印日本文化会館関係資料について
がら、設立の経緯を追っていきたい。
　在仏印日本文化会館についてのもっとも詳しい説明は、1944年『日仏文化』に掲
載された在仏印日本文化会館長、横山正幸の「日仏印文化会館に就て」であり、こ
の前年に日本の日仏会館で行われた講演をまとめたものである。組織や事業内容に
ついて説明しており、ほとんど唯一の同館についての詳しい説明としてこれまで引
用、利用されてきた
（10）
。
　これ以外のリソースとしては、国際文化振興会の文書類が詳しい。先述したよう
に、国際文化振興会はこの時期の海外への文化宣伝の実務を担っており、当時の文
書が現在の国際交流基金ライブラリーに残されている
（11）
。1941年から43年にかけて同
会の事業報告書をもとに、仏印に対する事業をまとめると、表のようになる
（12）
。
　国際文化振興会が仏印に向けた多様な文化事業を展開しているとともに、現地機
関の「仏印遠東学院」、すなわち EFEO が仏印側で大きな役割を果たしていたこと
もうかがうことができよう。しかしながら、これらの「事業概況」には在仏印日本
文化会館は登場しない。在仏印日本文化会館が出てくるのは、国際文化振興会のよ
り詳細な総務部第二課の業務文書であり、幸いこの文書については1943年から翌年
にかけて残されている。以下、具体的に出てくる箇所を記しておきたい
（13）
（傍線は著
者）。
1941年度： 3 月から 3 ヶ月黒田常務理事が仏印、 タイで調査（嘱託、村松嘉津随行）。 仏印向移
動写真展出陳の壁画写真寄贈。 仏印との教授交換、 遠東学院教授哲学博士ヴィクトル・ ゴルー
ベフ招聘 6 月上旬来朝。 日本からは東京帝国大学教授太田正雄が 6 月派遣。 在仏印マスネより
吉田博『日本木版画』仏訳出版希望。仏印で日本絵画巡回展覧会開催、画家藤田嗣治、事務に
大澤武雄派遣（ハノイ、ハイフォン、フエ、サイゴン等）。（昭和16年度事業概況より）
1942年度：第 2 回交換教授として京都帝国大学教授梅原派遣。仏印側の予定教授は来日中止。
日仏印美術品交換事業で、東京帝室博物館から仏印遠東学院に対する美術品の発送を決定。
1942年度から始まった日仏印間定期刊行物交換は1943年 2 月までに日本から1087冊、仏印から
1510冊。仏印の近接諸国文化関係委員会より在仏印大使府を介して医学雑誌の交換希望があ
り、外国文医学雑誌148冊送付。サイゴンのパスツール研究所からの図書交換依頼に対応。仏印
文部当局との協定で日本と仏印共同での雑誌刊行第 1 回分『印度支那』、『日本の認識』完成。第
2 回分準備中。 仏印現代美術の日本への斡旋事業を仏印政府より斡旋依頼、 承諾して、 展覧会
を企画するとともに、 安南人画家 3 名の招聘決定。 写真による移動展覧会を仏印各地で開催、
日本事情紹介に務めた。（昭和17年度事業概況より）
1943年度： 5 月に東京帝室博物館から古美術品31点発送。 7 月、仏印現代美術展を開催、安南
画家 3 名招聘。仏印現代美術展を東京、大阪、神戸、 京都、 福岡等で開催。 日仏印交換教授と
して、 ハノイ医科大学長アンリ・ ガリヤール博士を仏印側第 2 回交換教授とし、各地大学で講
演会を開催。進行中の日仏印美術品交換事業では 9 月にサイゴンのプランシャール・ド・ ラプ
ルス博物館で交換式。 仏印側の美術品はまもなく日本へ発送予定。 日仏印定期刊行物交換は、
1943年度第 8 回、 9 回、10回で計378冊到着、国内大学に配布。日本からは第12回分186冊、13
回から17回分として321冊送付。 医学雑誌交換は日本から第 3 回分66冊、 仏印から第 1 回分、
2 回分、 計50冊到着。 仏印文部当局との協定で日本と仏印共同での雑誌刊行第 2 回の刊行準備
中。（昭和18年度事業概況より）
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「総務部第二課事業報告［昭和十八年］八月　十一月」
一　辻善之助「戦時に於ける我が人道主義」高瀬重雄「日本人の自然観」ノエ
ル・ヌエット「東京の発展」「仏蘭西に於ける俳諧」「日本の椿」芥川龍之介
「舞踏会」志賀直哉「老人」「笵の犯罪」等を法文上海日報、上海フランス放
送局、在仏印日本文化会館に送付せり。
　（中略）
一　山田朝倉共訳芥川龍之介短編集（「おぎん」「鼻」「奉教人の死」「きりしと
ほろ上人伝」「舞踏会」「地獄変」「芥川龍之介論」）仏印にて出版斡旋方在仏
印日本文化会館東京事務所長土田金雄氏に依頼（十月二十三日）
「［総務部第二課事業報告］昭和十八年十二月　昭和十九年一月 二月 三月」
一　来朝安南画家三氏の帰国後の動向につき在仏印日本文化会館より左記の如
き通報あり「日本特派大使府情報部の協力下に日本文化会館・仏印文部局内
対外文化事業部の共同主催にて滞日作品展を昭和十八年十二月十一日より十
日間河内市立劇場階上広間に開催。開場当日招待日には吉沢大使・ドクー総
督をはじめ日仏安諸名士多数来場盛会を極め日仏文化親善の実を挙げたり」
　（中略）
一　在仏印日本文化会館にて本年四月創刊予定の仏安語雑誌「民芸」発行に当
り同誌に寄稿　其の他の記事材料等蒐集斡旋方依頼あり　第一回分として村
岡景夫氏著「民芸に於ける用について」の仏訳原稿作成の上送付せり（三月
十四日）
一　先に在仏印日本文化会館東京事務所長を介し仏印新聞に掲載方斡旋依頼せ
し仏訳原稿辻善之助「戦時に於ける我が人道主義」高瀬重雄「日本人の自然
観」は大東亜戦争二周年記念週間を期し順化帝国領事館の斡旋に寄り十二月
十一日及び十二月十八日付「ラ・ガゼット・ド・ユエ」紙上に掲載せらる。
　（中略）
一　在仏印文化会館を介し本会より高松宮殿下に献上の漆大屏風作成を阮文己
氏に依頼せしところ本年五月末文化会館に搬入の見込又費用は本人より無償
提供の申出あれど実費の他に四五百程度の記念品贈呈が適当なる旨通知越あ
り。実費千九百比弗承知の旨又記念品の種類に関し問合せ方依頼す（三月十
五日）
　これら資料から対仏印事業の詳細がこうかがうことができるが、在仏印文化会館
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が、国際文化振興会の仏印での出先機関として、仏印現地での連絡、調整に具体的
にあたっていたこと、さらには東京にも事務所が設置されていたもうかがえよう。
　先にふれた在仏印日本文化会館長横山の論考は、同会館の役割については詳しい
が、いつ、どのようにこの会館が設置されたかは述べられていない。また、国際文
化振興会文書でもそうした情報は出ていないため、その設置について当時の新聞報
道を中心にまとめておくこととしたい。
　『読売新聞』では、ハノイ総領事小川昇が、1942年 4 月に日本に帰国し、具体的
な仏印での文化政策を関係機関と調整していることが報じられている。仏印現地住
民の日本語や日本映画についての強い関心にふれるとともに、「一切の文化協力の
基地となるべき文化会館をハノイに建設する」と述べている
（14）
。そしてその年度の末、
1943年 2 月の報道によれば、貴族院の予算総会において、岡部長景の質問への答弁
の形で、青木一男（大東亜相）が、文化工作強化のために来年度一千万円の予算増
額と、タイのバンコク、仏印にはハノイとサイゴンに日本文化会館を設立する計画
を述べている
（15）
。
　1943年 3 月、在仏印日本大使の芳沢謙吉は仏印への帰任に際して大東亜省で会見、
ハノイの日本文化会館は三月中に開館すると述べる
（16）
。同月24日発ハノイ特電として
『読売新聞』では以下のように報じられている。
日仏印文化交驩の一大殿堂たるべき日本文化会館は四月一日からハノイ市に
華々しく開館する、本年度予算は三五万円で館内には図書館、講堂、映写室、
宿舎などを設けて講演会、映画会、展覧会などを催し日本文化の神髄を広く一
般に紹介、これまで米英のデマ宣伝に歪曲されてゐた日本の真姿をつたへよう
というわけ
（17）
　そして同年 4 月には当時仏印の日本大使府で経済顧問の位置にあった横山正幸が
会館長を兼任することに内定したことが報じられる
（18）
。開館は 4 月には実現しなかっ
たが、同月、ハノイに戻る前にサイゴンで会見した芳沢は、日本文化会館の本館が
ハノイに、分館がサイゴンに設置することを述べ、「現在大使府情報部で行ってい
る宣伝に関する事務、及び交換教授、学生などに関する事務その他が文化会館に委
譲される」と述べている
（19）
。芳沢は会館設立を仏印側ドクー総督に申し入れ、先の横
山正幸、大使府情報部渡辺領事、仏印側では教育局長らが参加し、準備委員会が設
けられた
（20）
。
　実際には、ハノイ日本文化会館は1943年11月 3 日に開館式が行われた。設立され
た場所はハノイの中心地リチャード街（現在の Quan Su 通り）、日本大使府の向か
（43）
いの「白亜の二階建」と記されている。ハノイに本部を置いてサイゴン及び安南王
宮所在地（ユエ）に分館を設置する予定であり、本部機構は総務、文化事業部、調
査研究室よりなるという。館長の吉沢は談話として以下のように述べる。
勝ち抜く為には力強い文化宣伝が必要だ。しかも観念的な文化宣伝はもはや
時代遅れで、凡て戦争に徹した工作が行はれねばならない。（中略）写真や画、
或はラジオによつて日本文化の神髄を注入することは勿論大切であり、忽がせ
にはできない。当会館でも既に安南人の有力者が仏・安南語で書いた「大東亜
戦争の意義」といふ本の出版準備をしてをり、また日本の代表的戦記物をどし
どし翻訳して現地の新聞雑誌に掲載、仏印民衆に大東亜戦争の歴史的意義を徹
底させるべく努力してゐる
（21）
。
　なお、1944年 1 月の『朝日新聞』には、横山がサイゴンで文化会館事務所を設置
するために折衝していることとあわせ、仏印日本文化会館が、紀元節、すなわち 2
月11日の会館予定であることが報じられているが、これはサイゴン分館と思われる
（22）
。
3 　ハノイ日本文化会館の役割、所蔵図書
　まとめるなら、在仏印日本文化会館は、1942年にハノイ総領事によって構想が公
表され、翌年にはそのための追加予算が大東亜省に認められ、この年の10月には東
京分室が稼働、11月 3 日には在仏印日本文化会館のハノイ本館が開館、場所は日本
大使府の向かい（リチャード通り52番地）であった
（23）
。44年の 2 月にサイゴン分館が
開館していったこととなる。そして1945年、終戦によって活動を停止。職員は 5 月
31日には内地へ引揚げを完了、横山による解散の申請を認める資料が外務省には残
れている
（24）
。
　さらに、同会館について残された記述としては、小牧近江の回想がある
（25）
。小牧は
1997年に仏印に渡り印度支那産業（台湾拓殖の子会社）に入社、1944年に退社して、
日本文化会館の事務局長となった。彼によれば、1946年に引き揚げる際、国立図書
館に勤務した経験のあるゴ・ディン・ニュー（Ngô Ðình Nhu、後にベトナム共和
国大統領補佐官）のすすめで、日本文化会館の蔵書をすべてフランス極東学院に寄
贈したという。
　前節であげた国際文化振興会の詳細な総務部報告は、1943年 4 月から翌年 3 月ま
でが現存しており、ちょうどこの間の対仏印業務の移行がうかがえる。すなわち、
それまで図書や交換事業業務は、国際文化振興会が大東亜省南方事務局文化課を通
して、ハノイの日本大使府や領事館を経由し、仏印文部局や EFEO と事業を行っ
（44）
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ていた。これらの事業は、国際文化振興会から在仏印日本文化会館の東京分室、ハ
ノイ本館を通して、仏印文部局や EFEO との間で実務が進められていくことにな
るのである。
　在仏印日本文化会館の設立理由、目的としては、先の横山正幸による論が詳しい。
そこでは、設立の一般的、大局的な理由と、仏印という場での具体的な必要性とが
ふれられている。横山は、設立の一般的な理由として、「日本文化の宣揚の必要」
をあげ、対外文化工作が日本の国際政策を含めて、「我が国の正しき道理を世界の
人に理解せしめ納得せしめておく」うえで重要な点が強調されている。そして仏印
という場所が、南方政策の上からも、軍事的な拠点として、また経済的な役割の
上からみても、重要な位置を占めていることを述べる。具体的な事業機構としては、
次のように述べている
（26）
。
従来我国の仏印に於ける文化政策は在河内帝国大使府並に在西貢同支部の各情
報部に於て行はれて来たが、斯かる政府機関として大使府自ら之を行ふよりは
寧ろ半官半民的存在たる文化会館の事業と為す方が何かと利便多しとあつて茲
に日本文化会館の設立を見るに到つた次第である。
　事業予算は年額35万円であった。この予算規模の中で、事業内容の具体的な項目
としてあがっているのは、以下の事業である。
1 ）仏印民情風俗の調査研究
2 ）仏印における仏蘭西の文化政策に関する調査研究
3 ）華僑に対する調査研究
　さらに、その他の事業として学者の交換、留学生の招致、日本文芸、美術、工芸、
芸能その他の紹介、日本語の普及、及び印刷物又はラジオに依る文化紹介が挙げら
れている。実際に日本文化会館が、国際文化振興会と現地の各学術機関を結びつけ
るこれらの具体的な活動を展開していたのは、先の国際文化会館の資料で追ってき
た通りである。
　横山の論では、ハノイを文化都市、サイゴンを経済都市として位置づけたうえで、
日本文化会館のハノイ本館に図書館を、サイゴン分館には産業館を設置していく構
想も触れられている。それをふまえれば、この在仏印日本文化会館のハノイ本館に
はある程度の日本語図書が送られ、日本語図書館が構築されようとしていたと思わ
れる。この蔵書が、戦後の同会館の閉館にあたって、それまで同会館が連絡をとり
（45）
あってきた EFEO に寄贈されたわけである。
　ハノイ日本文化会館蔵書で、ベトナム社会科学院の所蔵となった書籍の冊数や具
体的なタイトルについては、現在の調査プロジェクトを通して明らかにしていくこ
とが可能となろう。ではそうした情報が、今後どういった研究へとつながっていく
可能性があるのだろうか。
　まず何より、戦時期に日本が展開していた文化宣伝活動の広がりを、より具体的
なテキストを通して検証していくことが可能となろう。また、その活動にかかわっ
ていた日本側、仏印側の機関や個人のつながり、ネットワークがうかびあがってく
る可能性もある。南方への文化宣伝において、仏印の事例と、同時期になされてい
たタイやフィリピンへの宣伝活動の差異や関係もうかがえよう
（27）
。
　加えて、仏印の事例は、この時期の「日本学」について検討する際に重要な意
味をもってこようかと思う。仏印との文化交流事業に当時関わっていた国際文化
振興会、EFEO、さらには日仏学院の活動を視野に入れて検討するとき、そこで
「Japanology」という枠組みが、新たな意味、役割を担いつつあることがうかがえ
る。つまり、日本の外で、あるいは外地で、外国人が日本を研究するということを、
どのような方法、意義のもとに意味づけていくか、という問題である。
　EFEO は、当時においては、アジア、そして日本を研究する西欧側の最前線に
あった。また、フランスからの日本研究を支援するという点で、日本の日仏学院も
同様の役割を担い、かつ実際に EFEO と日本の間の仲立ちともなってた
（28）
。比較法
学者で当時の日仏会館長杉山直治郎は、EFEO、そしてまたここでとりあげている
在仏印日本文化会館にも言及しながら、日本研究がどうあるべきかに関心を向けた
論を出している
（29）
。そこで理想とされるのが、EFEO の日本研究者でもあったノエ
ル・ペリだった。
　杉山は、海外での日本研究は、まず日本語の十分な学習、習得をベースとして行
われる必要があるとする。そしてさらに、日本学を東洋学の中心、あるいは「指導
的原動力」として「比較日本東亜学」、「比較日本大東亜学」が構想されるべき点を
主張する。ペリの日本への最大の貢献はこの「比較日本大東亜学」への示唆にある
としている。
　ここには、西欧（語）による日本研究、アジア研究のまなざしを相対化していこ
うとする批判意識と、その一方で日本（語）によるアジア研究に対する批判意識の
欠落、あるいは抑圧がともに見いだし得よう。こうした日本、あるいはアジア表象
と、それをどの国から、どの言語で語るのか、という問いに対してもまた、この時
期の仏印をめぐるこれら機関の資料は重要な問いをなげかけるものとなろう。
（46）
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